
  

付注
付注１  構造的・摩擦的失業率について()

１．ＵＶ曲線の推計について

ＵＶ曲線の推計は、「平成11年版労働経済の分析」と同様、ＣＵＳＵＭテスト、ＣＵＳＵＭＱテストを
参考に、構造変化の状況を検討し、安定的な形状が得られると考えられる期間を特定化した。また、誤
差項の系列相関を考慮し、実際の推計は一般化最小二乗法により行った。

(注)ＣＵＳＵＭテスト、ＣＵＳＵＭＱテストは、逐次推定(同じモデルで１期ずつデータ期間を増やしな
がら、繰り返し最小二乗法推定を行い、毎期の推定値を得る方法)における逐次残差(最小二乗法推定で得
られる、１期先の予測誤差)を用いて、構造変化の状況を調べる手法。ＣＵＳＵＭテストは、残差の標準
誤差で標準化した逐次残差であり、この値のゼロからのシスティマテックな乖離は、回帰の特定化の誤
りを示す。ＣＵＳＵＭＱ統計量は、全期間での残差平方和で標準化した逐次残差平方和であり、モデル
が正しければ、特定の分布(ベータ分布)に従い、構造変化がみられれば、この分布の一定範囲内から外れ
ることになる。実際には、これらの統計量をプロットし、その形状(主にＣＵＳＵＭテスト)を参考に、構
造変化の時期を検討した。

(参考)和合肇・伴金美「ＴＳＰによる経済データの分析〔第２版〕」(東京大学出版会、1995年)

２．ＵＶ曲線の推計結果

雇用失業率、欠員率の季節調整値四半期系列を使用して、次式を推計。

ln(u)=α+β・ln(v) u：雇用失業率 v：欠員率

推計結果

３．構造的・摩擦的失業率の算出

上記推計結果を用いて、次式により構造的・摩擦的失業率を算出。

(1976年１～３月期～1982年10～12月期のβについては、1)と2)のβを期間に応じて加重平均。1994年
１～３月期以降は、3)で使用したβを使用(2000年１～３月期時点において、ＵＶ曲線が安定的な関係に
あるかどうか特定しがたいため))。

ｕとｖが等しくなる失業率(均衡雇用失業率)をｕ*として、
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均衡失業者数をＵとすると、雇用者数(ＥＥ)、就業者数(Ｅ)より就業者数ペースに換算した構造的・摩擦
的失業率(均衡失業率)ｕ**は、
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付注
付注-２  「雇用者数の寄与分解」()

雇用者数については、主に生産の動きに対応して導かれるが、雇用調整には採用や解雇などのコストが
かかるので、即座に現実の雇用量が適正な雇用量に調整されない。そこで、前期において存在した適正
な雇用量と現実の雇用量のギャップの大きさと、前期の生産の動きによって、当期の雇用量が決まると
いう考え方に基づき、説明変数としてＧＤＰ及び全国企業雇用人員判断D.I.を用いて雇用者数の推計を
行った。推計式及び推計結果は以下のとおり。
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付注
付注-３  「人員削減と株価」について

「人員削減は株主にとって良いニュースか。1970年から1997年における人員削減の公表が株価に与える
影響」と題する論文において、人員削減計画の公表が株価にどのような影響を与えるかについて、1970
年から1997年にかけて公表された3,878の人員削減計画をサンプルとして、実証分析が行われている。そ
の中で、人員削減計画の公表後で株価は下落しているという結果が出されている。

(参考文献)Henry S.Farber and Kevin F.Hallock, 1999,“Have Employment Reductions Become Good
News for Shareholders? The Effect of Job Loss Announcements on Stock Prices, 1970-97,”NBER
Working Paper, No.7295)
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付注
付注-４  2025年の労働力供給の推計について()

１．2025年の労働力人口は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」(1997年１月推計)
の中位推計の男女別年齢５歳階級(65歳以上は１区分)に、以下で想定する労働力率を乗じて求めた。

２．男性労働力率

(１) 60～64歳を除き、雇用政策研究会「労働力需給の展望と課題」(1999年５月)の2010年の男性
の労働力率の数値をそのまま用いた。

(２) 60～64歳は、2025年は、年金支給開始年齢が65歳に引き上げられることから、労働力率が
「労働力需給の展望と課題」の2010年の値より上昇すると見込まれる。第３-(２)-12表の推計で
も、就業確率は大きく上昇する結果となっている。ここでは、「労働力需給の展望と課題」の2010
年の男性の55～59歳の労働力率の値と同じと想定。

３．女性労働力率

(１) 15～19歳及び60～64歳、65歳以上は、「労働力需給の展望と課題」の2010年の数値をそのま
ま用いた。それ以外は、(２)、(３)により推計。

(２) 20～24歳、25～29歳、30～34歳、35～39歳は、女性の社会進出、晩婚化、出産・育児と労働
力率の関係等を考慮し、未婚、有配偶、死別・離別別に労働力率を想定し、各年齢階級別の労働力
人口及び労働力率を算出した。2025年の各年齢階級の未婚、有配偶、死別・離別の割合は、経済企
画庁経済研究所「経済研究第151号 高齢化の経済分析」(1997年)の未婚率の想定値及び「労働力調
査」の近年の死別・離別の割合から想定した(第２表)。未婚、有配隅、死別・離別の労働力率の想
定は以下のとおり。

1)未婚

20～24歳は有効求人倍率(労働市場全体の状況を示す)と女性実質賃金上昇率(女性の就業
機会の代理指標)を説明変数とする簡単な労働力率関数を推計。25～29歳、30～34歳
は、有効求人倍率と男女間賃金格差(女性の社会進出の代理指標)を説明変数とする簡単
な労働力率関数を推計。35～39歳はタイムトレンドのみの単純な関数とした。

2025年の各年齢階級の労働力率は、以下の想定をおいて試算。

有効求人倍率は、人口要因などから、労働力需給の改善を見込み、１倍を想定。女性の
実質賃金は実質ＧＤＰ１%増加で約0.5%増加する関係がみられることから(推計式は第
３表)、2025年実質ＧＤＰが２%弱の増加と仮定し、1.0%増と想定。また、男女間賃金
格差(女性所定内給与/男性所定内給与)についてタイムトレンドのみの関数を推計し、外
挿すると、2025年では0.69となることから、0.7倍を想定(推計式は第４表)。
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2)有配偶者

20～24歳は、「労働力調査」の労働力率が長期的に約40%で安定しており、また、20
～24歳層に占める有配偶者の割合も約１割と低く、近年ほぼ一定であるため、労働力率
は40%で固定。

25～29歳、30～34歳、35～39歳は、有効求人倍率と保育所在所率(育児と就業との両立
状況)を説明変数とする簡単な労働力率関数を推計。30～34歳は有配偶者の自営・家族
従業者率(育児と就業との両立に影響)を説明変数に追加。

2025年の各年齢階級の労働力率は、有効求人倍率は1)同様１倍、保育所在所率は、女性
の両立支援策の向上を想定し、現在の約2.5倍(水準は0.55)に高まると想定。(「高齢化
の経済分析」では、効率化ケースとして、３倍程度を想定。)。自営・家族従業者率はタ
イムトレンドのみの関数を推計し、外挿(推計式は第５表)。

3)死別・離別

「労働力調査」の労働力率は、90%前後で安定しており、また、当該年齢層に占める比
率も低いので、各年齢階級とも90%で固定。

(３) 40～44歳、45～49歳、50～54歳、55～59歳は、労働力率が長期的に上昇しており、女性全体
について、有効求人倍率とタイムトレンドからなる簡単な労働力関数を推計し、(２)同様、有効求
人倍率=１と想定して2025年の労働力率を求めた。ただし、55～59歳はタイムトレンドのみの関数
で推計した。

(４) 労働力率、自営・家族従業者率は０～100%、保育所在所比率は、０から１までの値をとるの
で、関数の推計に当たっては、ロジット変換を行った。(２)～(３)の関数の推計結果は第１表のとお
り。

４．以上の結果、男女別労働力率は、第６表1)のとおりとなった。なお、ここで想定した女性の労働力
率は、総務庁統計局「労働力調査特別調査」(1999年２月)の特別集計から試算した女性の年齢階級別潜
在的労働力率(第６表3))よりもおおむね低く、また「高齢化の経済分析」の効率化ケースの女性の25～39
歳層の労働力率よりもおおむね低い。従って、ここでの想定値は、数値として、極端に高いものではな
い。また、女性の就業促進施策をより充実させれば、労働力率はさらに高まることも見込まれる。

５．労働力人口、就業者数は第７表1)のとおり。就業者数は、「労働力需給の展望と課題」の2010年の
労働力人口とここで試算した2025年の労働力人口との間の増減率を、「労働力需給の展望と課題」の
2010年の就業者数に乗じて求めた。

６．今回の試算は、数値の想定や関数自体も簡便なものであり、厳密なものではなく、あくまで、今後
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の労働力人口の見通しをみる上での参考程度である点は留意する必要がある。

(参考)

第６表2)及び第７表2)は、「日本の将来推計人口」(1997年１月推計)の中位推計の2025年の男女別年齢
５歳階級(65歳以上は１区分)に、「労働力需給の展望と課題」の2010年の男女別労働力率の数値をその
まま乗じて、労働力人口を計算したもの。男女計及び男女の年齢計の労働力率は、労働力人口から逆算
して求めた。この労働力人口を用いて、上の５．と同様の方法で2025年の就業者数を算出した。

第１表 労働力率関数の推計結果

第２表 女性年齢階級別未婚、有配偶、死別・離別の割合の想定(2025年)
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第３表 女性実質賃金上昇率の推計

第４表 男女間賃金格差の推計

第５表 有配偶自営・家族従業者率の推計

第６表 労働力率の想定値(2025年)
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第７表 労働力人口、就業者数の想定(2025年)
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付注
付注-５  産業別就業者構成変化に対する転職等の寄与率について()

１) 新規入職は、1998年及び2010年の15～24歳就業者数及び25～29歳就業者数のうち、1990年、1998
年の15～19歳就業者数との差とした。2010年の新規入職者は、産業別就業者数が1998年から2010年ま
で年率一定で変化すると仮定したときの中間時点の産業別就業者数構成をもとに試算。

２) 引退等は、1998年及び2010年の産業別65歳以上就業者数について、「労働力調査」、「国勢調査」
をもとに年齢５歳階級別の数値を試算(2010年は1995年の「労働力調査」「国勢調査」をベースに1995
年の55歳以上就業者について年齢５歳階級別のコーホート変化率を用いて試算)し、各々1990年、1998
年の55歳以上の５歳階級別就業者数との増減差を引退等とした。

３) 転職は、1990年～1998年、1998～2010年の産業別就業者数の増減から、新規入職・引退等の変化分
を差し引いて求めた。
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付注
付注-６  高年齢者就業確率の要因分析(ロジスティック分析)について()

高年齢者の就業・引退行動は、年齢、年金所得、健康状態等種々の要因により規定されている。特に平
成12年度においては公的年金制度の改正が予定されており、改正に伴う年金所得の変動が高年齢者の就
業・引退行動に及ぼす影響の大きさを推計することは、高年齢者の雇用政策を検討するに当たって重要
である。

この分析の目的は、これらの要因が高年齢者の就業・引退行動にどの程度影響しているかを、「高年齢
者就業実態調査」(1996年)の個票を用いて回帰分折により明らかにすることである。

「高年齢者就業実態調査」の個票のように一時点の横断面(クロスセクション)データの場合には、各個票
には就業しているかあるいは就業していないかの２とおりの状態が記録されているのみである。した
がって、被説明変数が連続的な値を取ることを前提とした通常の最小二乗法等はこの場合用いることは
できない。そこで個々の高年齢者が就業する確率を被説明変数として計量モデルを作り、推計する。

具体的には、次のようなモデルを設定する。被説明変数Ｙについて、Ｙを高年齢者が就業している時１
を取り、就業していない時０という値を取る変数とする。Ｐ(＊)を事象＊が生じる確率を表すとすると、
高年齢者が就業する確率はＰ(Ｙ=１)と表される。一方、就業・不就業を規定する要因を、Ｘ１,Ｘ２,
Ｘ３,・・・・,Ｘn、という変数で表すとする。このとき、ロジスティックモデルは、

と表される。

(１)式を、実際のデータに当てはめた最尤法により、β０,β１,・・・βnを推計する。

各説明変数の説明は次のとおりである
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推計結果から各変数の弾性値は次式で与えられる。

定数項の弾性値は形式的に(２)式においてＸ０=１として得られる値である。

(参考文献)清家篤「高齢化社会の労働市場―就業行動と公的年金―」東洋経済新報社(1993年)

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

平成12年版 労働経済の分析



  

付注
付注-７  「ハッピーリタイアメント指標」について()

高年齢者のハッピーリタイアメントの状況を表すものとして、「健康」「現在の経済的生活」「将来の
経済的生活」「社会的活動」「隣人・友人」の５つの側面をとりあげ、それぞれを構成する指標につい
て、日本、アメリカ、タイ、韓国、ドイツの５か国の中での偏差値を算出した。各側面を構成する指標
が複数ある場合には、さらにそれらの偏差値を平均した。

１ 偏差値の算出方法は以下の通りである。

２ 各側面を構成する指標は次の通りである。

３ 各指標の具体的数値は下表のとおりである。

(１)健康
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(２)経済的にあまり困っていない

(３)経済的な不安のなさ

(４)親しい友人

(５)グループ活動
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